チイキ コウリショウギョウ ノ ゲンジョウ ト カッセイカ ホウサク by 小高 正芳 & Odaka Masayosshi
修士論文概要
地域小売商業の現状と活性化方策
小　高　正　芳
1，はじめに
　地域小売商業の問題をテーマとして取り上げる理由は三つある。とかく地域小売商業の
担い手である中小企業が軽視され勝ちであることが理由のひとつである。また、それにも
かかわらず、中小企業こそ日本経済の発展に貢献していることが第二の理由である。取り
上げる三番目の理由は、地域小売商業の多くが苦境に立たされていることである。本論の
目的は、地域小売商業の現状を明らかにするとともに、その活性化方策を探ることである。
本論文は田島義博教授の御指導のもとに執筆したものである。
2．衰退している小売商業の個々の衰退要因
2－1　業種・業態における新旧交替の要因
　（D需要の変化に対応できない　（2）強力なライバルの出現　③後継者がないために廃
業に追い込まれるなどが考えられる。
2－2　古い商業集積と新しい商業集積との競争関係
　（D交通体系の変化にともなう競争関係　（2）消費者サイドから見た利便性・快適性・選
択性の面での格差によるもの　（3）その他の消費者吸引力におけるハード・ソフト両面で
の競争関係などが上げられる。これらの要因により、古い商業集積は新しい商業集積に
よって衰退に追いやられる。
2－3　衰退小売業における商業集積（商店街）と個店との因果関係
　（1）商業集積と個店の衰退の因果関係は把握困難　（2）通行量変化と商業集積の盛衰には
因果関係がある　（3）個店が停滞するから商店街が衰退する。
2－4　地盤沈下の主体的要因
　商業集積が地盤沈下していく様子をみると、そこには自ら崩れていくという自壊的な要
素がある。これを「地盤沈下の主体的要因」と呼ぷ。以下、具体的に上げると（ll商売に
対する信念の欠如（商売哲学に対する無関心）②後継者難　（3）組織としてのまとまりの
悪さと卓越したリーダー一的人材の欠如等が上げられる。
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2－5　地盤沈下の環境的要因
　q｝人口分布の変化　（2）交通体系の変化　（3）地価高騰によるビジネス効率の低下　（4＞
市場成長力の鈍化などが上げられる。
2－6　地盤沈下の消費者側要因
　（D消費者の消費行動パターンの変化　②主として首都圏にみられるドーナツ化現象
（3）主として地方にみられる過疎化現象　（4）購入する商品による買物場所の使い分け
（5）消費者の店舗選択の態度とストアロイヤリティー等がある。
2－7　地盤沈下の技術的要因
　（1）商業者の情報化への対応の遅れ　②マーチャンダイジング取り組みの不適応　（3）
業態の高度化・新業態への転換の立ち遅れ等が上げられる。
3．中小小売商業者の対応の経緯
3－1　中小小売商業者はただ手をこまねいていたのか
　楽観的に過ぎると思われる商業者の存在は無視できないものの、大多数の商業者は、そ
れなりの地道な努力を惜しまなかったと見て良いのではないか。
3－2　中小小売商業者の自助努力の経緯
　（D武蔵小山商店街　（2）横浜・元町エスエス会　（3）烏山商店街など商業集積としての
成功事例が数多く見られる。
4，地域小売商業に対する公的支援の内容と評価
4－1　中央政府レベルの公的支援
4－1－1　調整政策とその効果の有無
　（1｝百貨店法　（2》大規模小売店舗における小売業の事業活動の調整に関する法律似下
「大店法」｝（3）改正大店法など一連の調整政策は、いずれも法律の後追い的な性格の弱点
を見せた。
4－1－2　中小企業基本法および中rJ、小売商業振興法とその効果の有無
　（D中小企業基本法は我が国の中小商業政策の中心としての役割を果している。（2）中小
小売商業振興法に基づく助成措置は、それを受けるための資格・要件が厳しいが、これま
で全国的に展開・実行してきた実績は大いに評価できる。
4－1－3　小売商業調整特別措置法とその効果の有無
　本法は本法が制定された昭和34年当時の経済事情を反映させたものであるだけに、そ
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れなりの効果を発揮したと評価できるものの、もはや実情に適合しなくなっている。
4－1－4　中小企業指導法と中小企業事業団による診断・指導とその効果の有無
　その効果にっいての評価は、時代の趨勢を見極めながら、概ね良好な結果を生み出して
いると言える。
4－！－5　特定商業集積の整備に関する特別措置法とその効果の有無
　本法は平成3年に制定された法律であり、その効果にっいては今後を見守るしかないが、
これまでに類を見ない画期的な法律として高く評価できる。
4－1－6　民活法とその効果の有無
　「民間事業者の能力の活用による特定施設の整備の促進に関する臨時措置法」　（以下、
「民活法」）は昭和61年5月に制定された。とくに、民活法第13号施設基本指針（高
度商業基盤施設）では、地域社会における文化活動の中核として、アメニティのある空間
を提供することが盛り込まれており、効果は大いに期待できる。
4－2　地方自治体レベルの公的介入の問題点
4－2－1　地域における大型店の出店調整
　大型店の出店そのものは、その地元地域小売商業にとって集客力を増大させる効果をも
たらしている例が多い。したがって、大型店の出店を断乎阻止するという出店調整のあり
方は、時代の流れにむしろ逆行しているとさえ言える。もちろん、大型店の出店によって
著しいマイナスの影響を受ける地域も存在するので、出店調整そのものが無意味であると
いうのではない。
4－2－2　地域経済活性化を通じて商店街をどうするか
　（1）商店街整備等支援計画は地方公共団体および事業協同組合などが出資等をして設立
した第三セクターがコミュニティ・ホールなど一般公衆の利便に資する施設を設置するも
のである。
　（2）地域活性化の具体策として「街並み空間」「歴史自然」などがあり、その事例とし
て黒壁ガラススクエアー（滋賀県長浜市）・おかげ横町（三重県伊勢市）などがある。
4－2－3　都市計画がらみの商店街振興策
　（1）土地区画整理　（2）都市再開発がらみの都市計画などがあり、いずれも商店街を活性
化させるたあの再整備事業として有効である。
4－2－4　中小企業団体中央会・商工会議所・商工会等による指導
　それぞれ、地域に密着したきめ細かい指導を展開しており、全国に成功事例は数多い。
5．地域小売商業活性化のための提言
5－1　総論的な提言
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5－1－1　国・地方自治体など行政レベルとしての役割
　施策の内容を見ると「ヒト・モノ・カネ・情報」という経営資源に対する助成というと
ころに尽きる。　「カネ」に重点を置いた助成は今後も引き続き必要である。しかし、今後
は「ヒト」に対する助成を強化する必要があろう。
5－1－2　商店街としての対応
　優れたリーダーの選出と養成こそ急務であり、これは永遠の課題でもある。また、各指
導機関との連絡を密にし、その指導を積極的に仰ぐ必要がある。一方で、消費者の声を謙
虚に聞く耳を持つことが期待される。さらに、以上の事柄を円滑に進めるためにも財政的
な基盤を確立することが大きな条件となる。
5－1－3　個々の小売業が経営主体として充実し発展する
　地域小売商業に活性化を唱えるのであれば、一見迂遠のように見えても、やはり地道に
個店の充実を図ることが先決である。
5－1－4　商工会議所等指導団体としての役割の明確化および強化
5－2　個店の努力の必要性
5－2－1　個店の一店一店が近代化の努力をする必要がある
　q）近代化はハード・ソフトの両面から　｛2）ハード面での対応策としては、店舗の新築
または改装が、また（3）ソフト面での対応策としてはPOS導入などの情報化投資をはじ
め取扱商品の見直し、サービスの充実、顧客管理の充実、仕入の工夫などが考えられる。
5－2－2　組織活動への積極的な参加
　く1》ボランタリー・チェーンへの加入　（2）フランチャイズ・チェーンへの加入　（3）商
店街への加入など組織活動への積極的な参加も活性化に有効である。
5－3　商店街組織のリーダーとしての活動内容と参加の仕方
5－3－1　行政へのアプローチ
　（D行政の施策の現状を把握し認識を高めることと　（2》行政の商業関係予算計上の実態
研究を怠らないようにすることが肝要である。
5－3－2　消費者の参加による町づくりと消費者PR
　（1）消費者懇談会の開催　（2｝消費者アンケートの実施とその結果の活用　（3）イベント
の開催と売り出しの実施などを通じて、消費者の参加による街づくりと消費者にアピール
していくことが求められる。
5－3－3　組織力強化のための諸方策
　（1）商店街組織への道　（2）未組織商店街から法人化への道　（3）組合組織商店街の活性
化方策などを通じて、商店街組織力を強化していくことが望まれる。
46
6，結びにかえて
　地域小売商業は大型店の出店攻勢の前に押し潰されようとしている。しかし、そのよう
な状況にあっても、ごく少数の商店街ではあるが活況を呈しているところもある。もちろ
ん、現在繁栄しているからといって、将来にわたって繁栄し続けるという保証はどこにも
ない。一方、現在衰退しているかに見える商店街にあっても将来的には繁栄の道が全く閉
ざされているわけでもない。
　本論は、このような極めて厳しい立場に置かれている地域小売商業の実態分析と今後の
活性化方策を探った。まだまだ、十分に検討が加えられなかった項目もあり、それらにつ
いては引き続き今後の研究につなげたいと思う。
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